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４－６ 教育省 

小学生への交通ルール等の交通安全教育を教育省（Ministry of Education：MOE）の教育局

（Department of Education：DOE）が担っている。中央省庁の局はほとんどがカトマンズ市内に事

務所があるが、DOE はマディアプール・ティミ市に事務所がある。DOE の組織図を図４－11 に

示す。 
MOE 2009/10 年度の全体予算は約 446 億 NRs（約 6 億 500 万米ドル）で MOLD、MOPPW より

多く、ネパールが教育に注力していることが感じられる。 
小学生に対する交通安全教育に関しては 4 年生までで終了する。ただし、1～2 年生では、道路

横断中の身体障害者への思いやり指導教育に限られ、3～4 年生で簡単な交通ルールを教科書に載

せている程度である。ネパールでは都市化がカトマンズ盆地と一部の都市に限られており、交通

信号灯、道路標識、横断歩道等の設置されている地域は限られているため、日本で一般的に見ら

れるような交通安全意識は十分に浸透していない状況である。 
 

 
出所：DOE 

図４－11 DOE の組織図 

 
４－７ 自治体（カトマンズ市、ラリトプール市、バクタプール市） 

４－７－１ カトマンズ市 
カトマンズ市（Kathmandu Metropolitan City：KMC）の 2010 年度の予算は 17 億 5,699 万 NRs

（2,337 万 9,773.78 米ドル相当）である。これらのうち、都市計画・開発予算は 1,310 万 NRs、
物的/基盤整備・建設予算は 2 億 6,039 万 3,000NRs であり、双方合わせ、予算全額の 15.6％で

ある。 
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KMC の部局のうち、都市・交通セクターに関係するものは、都市開発局（Urban Development 
Department）、施設整備・建設局（Physical Development and Construction Department）、環境管理

局（Environment Management Department）、の 3 つであり、それぞれの職員数は以下のとおりで

ある。 
 

表４－６ KMC の職員数 

部局名称 総職員数 内 訳 

都市開発局 35 名 技術系 20 名（technical-planner, architects, civil engineers, 
and junior engineers） 
非技術系 15 名 

施設整備・建設局 28 名 技術系 16 名 
非技術系 12 名 

環境管理局 非熟練衛生スタ

ッフを除き 30 名 
技術系 10 名 
非技術系 20 名 

 
1999 年の地方自治法により、都市計画関連業務は各自治体が実施すべきこととなったが、現

実的には、まだ KMC においては、同法が求める周期計画（Periodic Plan）を策定していない、

土地利用計画の更新が 20 年間行われていない、併せて建築条例の改正も進んでいない、といっ

た都市計画実務上の課題を多く抱えている状況にある。それらに総合的に取り組むには、その

前提として、都市の現状についての幅広くかつ詳細な調査が求められるため、そのような調査

実施経験を有していない KMC の都市開発局は、ドナーからの支援が必要と認識している。 
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４－７－２ ラリトプール市 
ラリトプール市（Lalitpur Sub-Metropolitan City：LSMC）の 2004 年度（ヴィクラム暦 2060/61

年度）の予算は 1 億 8,148 万 3,000NRs である。時点は異なるが、KMC と比べると、およそ 10
分の 1 のレベルである。同年度の予算内訳は以下のとおりである。 

 
表４－７ ラリトプール市 2004 年度（ヴィクラム暦 2060/61 年度）の年間予算 

 
 

LSMC の部局のうち、都市・交通セクターに主に関係するものは、都市開発部（Urban 
Development Division）、公共建設部（Public Construction Division）、衛生・環境改善課（Sanitation 
& Environment Improvement Section）、の 3 つである。 
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４－７－３ バクタプール市 
バクタプール市（Bhaktapur Municipality）の近年の予算規模は 2 億～2 億 5,000 万 NRs ほどで

あり、KMC の十数パーセントの規模である（表４－８参照）。 
バクタプール市を構成する組織のうち、都市・交通セクターに主に関係するものは、都市計

画委員会（Urban Planning Committee）、物的計画・建設セクション（Physical Planning and 
Construction Section）、区レベル計画ユニット（Ward Level Planning Unit）、都市計画サブセクシ

ョン（Urban Planning Sub-Section）等である（図４－14 参照）。 
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４－８ ネパール国家交通起業者連合会 

ネパール国家交通起業者連合会（Federation of Nepalese National Transport Entrepreneurs：FNNTE）
は 2007 年に発令された「国家通達法 National Directive Act 2018 in 2007（2063）」に基づき設立さ

れたバス、トラック、テンポ、タクシー等の公共交通起業者の連合会である。FNTTE は、カトマ

ンズ盆地のみならずネパール全ゾーンをカバーしており、図４－15 に示す組織構成である。 
連合会の活動目的は、以下の 9 項目である。 

 交通事業者の保護と地位向上 
 交通機関の方針、ルール及びシステムの維持と策定 
 旅客に対して信頼性が高く魅力的なサービスの推進 
 交通セクターの管理マナー向上に関して政府に対する働きかけ 
 交通の流れのモニタリングと統計情報の提供 
 旅客に対する適切な接客方法をとるべきドライバーとサービス員への指導 
 婦女子に対する暴力行為の最小化のための行動 
 婦女子及び身体障害者に対する予約システム改善支援 
 公共交通の免許及び路線認可に対する助言 
 FNTTE が扱う公共バスはおおむね表４－９に示す 3 種類である。 

 

 
図４－15 FNNTE の組織図 

 
表４－９ FNNTE による公共バスの定義 

バス型式 乗客容量 運行距離 
バス（大型を意味する） 35～40 人乗り 長距離 250km 以上 
ミニバス 26～35 人乗り 中距離 25km～250km 
マイクロバス 10～16 人乗り 短距離 25km 以下 

出所：FNNTE 
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ネパールに数多く走行しているバスのうちで 2010 年 9 月時点の FNNTE 加盟のバスは 1 万 9,000
台、ドライバーは 2 万 8,500 人である。カトマンズ盆地でよく見かける無印バスは FNNTE 未加入

のバスである。FNNTE が主張している公共バス運行上の問題点は以下の 8 項目である。 
①容易にバス路線運行認可が得られバス台数が多すぎる 
②整備不良の車両による事故と故障の多発 
③どこでも乗客を乗り降りさせる無秩序な状態 
④道路網情報の不足 
⑤宣伝看板が多すぎてドライバーの注意が散漫になり事故原因となる 
⑥歩行者の交通安全意識が低すぎる 
⑦ウシやヒツジが道路上にいて事故を招きやすい 
⑧長期ビジョンに欠けた政府の政策 
さらに、FNTTE はバス駐車場の整備を強く希望している。 
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第５章 他ドナーによる支援状況 
 
５－１ ADB 

（1）交通セクターに関する支援 
ADB は DOR 管轄の戦略道路網（SRN）道路整備支援をカトマンズ盆地外の地方部で実施

している。具体的には現在、マヘンドラ道路（アジアハイウェイ 2 号線で、通称：東西ハイ

ウェイ）、トリブバン道路、マハカリ道路、セティ道路への支援を行っている。 
カトマンズ盆地では、ADB の道路建設に係る支援は 1993～1999 年に DUDBC 及び KMC

が進めていたカトマンズ都市開発事業（KUDP）の一環としてカトマンズ・コアエリア（カ

トマンズの旧王宮から北側のタメル地区までの東西約 1.5km、南北約 3.5km の区域）の街路

整備と交差点改良等のインフラ整備を実施した。また、2007 年～現在では JICA が実施した

「カトマンズ都市交通計画調査」（1993 年）で提案されたバグマティ回廊につき、DUDBC
及び KMC が“Kathmandu Urban Road Project（KURP）”を実施中である。さらに、同じく DUDBC
と KMC がビシュヌマティ回廊の街路整備事業を 2008～2009 年に実施した。これらの道路は

地方道路網（LRN）の主要街路に位置づけられるものである。 
一方、ADB は技術協力として DOR 管轄の SRN 道路「カトマンズ～テライ間ファスト・ト

ラック」の F/S を 2008 年に実施した。さらに、2009 年には GTZ 及び Sida と共同で「アジア

の都市開発イニシアティブ（City Development Initiative for Asia：CDIA）」を実施し、カトマ

ンズ・コアエリアとビシュヌマティ川回廊の改良計画を調査した。 
さらに、ADB は、2010 年に実施機関 DUDBC、DOTM、KMC 及び KMTP を想定した「カ

トマンズ持続可能都市交通事業（KSUTP）」の調査を行い、カトマンズ・コアエリアとビシ

ュヌマティ川回廊・バグマティ川回廊の LRN の主要街路整備、駐車場整備、交差点改良、バ

ス停等の追加インフラ整備とソフト面支援として DOTM 運転免許証交付自動化と車検機材

の最新化、首都圏交通警察への技術支援、カトマンズ・コアエリアへの車両走行制限を計画

している。 
ADB のカトマンズ盆地での支援は、1993 年から行っているカトマンズ・コアエリアをは

じめ、ビシュヌマティ川回廊・バグマティ川回廊のように既に一度街路インフラ整備を実施

した同じ区域にハードとソフト両面の支援を実施することで支援効果を上げようとしている

ことであろう。そして、KSUTP のフェーズ 1 として 2011 年から事業の実施を予定している。 
 
（2）都市整備セクターに関する支援 

ネパールにおける ADB の都市セクターに関する支援は、1990 年代初頭のカトマンズ都市

開発プロジェクト（Kathmandu Urban Development Project）が初めてのものであった。これは、

ハード面の整備を通じ、カトマンズ市（KMC）の都市環境を改善するとともに、同市の組織

や都市政策を向上させようとするプロジェクトであった。ハード面の整備としては、①カト

マンズ都心の整備、②ビシュヌマティ川沿岸部の雨水管整備並びに環境改善、③Nay Bazar
地区での土地区画整理―が取り組まれ、カウンターパートは KMC（ハード面）及び DUDCB
（全体調整等）であった。 

このプロジェクトに引き続き、メランチでの水供給への取り組みが始まり、水供給関連の

プロジェクトはその後、上水だけでなく、排水の管理にも対象が広がりをみせてきた。また、
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水供給関連プロジェクトをきっかけに、都市開発基金（TDF）の自治体への資金提供の支援

も行うようになった（Small Town Water Supply and Sanitation Sector Project や Urban 
Environment Improvement Project）。これらは、カトマンズ盆地の外で取り組むプロジェクトで

ある。 
また、ADB は、2010 年開始の地方都市総合環境整備プロジェクト（Secondary Towns 

Integrated Urban Environment Improvement Project）で、カトマンズ盆地外の比較的人口規模の

大きい 6 つの都市を対象に、インフラの総合的改善（排水、下水、道路、廃棄物管理）に取

り組むこととしている。そのめざすところは、ネパールの国家都市政策（National Urban Policy 
2007）に沿って、カトマンズ盆地の都市を育成し、全国的にバランスのとれた都市発展（カ

トマンズ盆地への人口集中の緩和）に貢献することにある。 
以上、交通分野以外の都市セクターでの取り組みに関し、現状及び近未来の ADB の活動

で注目すべきものは存在しない。 
 
５－２ 世界銀行 

（1）交通セクターに関する支援 
現在、世界銀行はカトマンズ盆地外の地方部に対する DOR 管轄の SRN 道路整備支援を実

施している。トリブバン道路、プリティビ道路、ラトゥナ道路、カルナリ道路への支援を行

っている。また、日本の ODA で完成したシンズリ道路の一部区間（バルディバス～シンズ

リ間）の舗装工事に協力している。 
世界銀行のカトマンズ盆地内の支援としては、2009 年に DOR と首都圏交通警察を主たる

実施機関とした「ネパールの道路安全管理能力のレビュー」調査を行い、公共バス運行をは

じめとした現状交通管理の問題点及び交通管理での多すぎる政府関連機関の問題点を指摘し

ている。世界銀行は、ネパール政府からはカトマンズ盆地での交通インフラ整備でなく地方

部に注力するように要望されている関係から、当面、カトマンズ盆地内の交通セクターに対

する予定はないとのことである。 
 

（2）都市整備セクターに関する支援 
世界銀行は、都市セクターに関し、今日、カトマンズ盆地では活動をしておらず、近未来

において同盆地で活動する予定も今のところないという。もっぱら世界銀行が地方地域の開

発支援を行うことをネパール政府が要請していることがその背景にあるという。世界銀行と

しては、今後政府の要請があれば、カトマンズ盆地で活動を行う心づもりはあるという。 
こうした状況下、世界銀行が都市セクターの活動として現在準備しているのは Urban 

Governance and Development Programme（Emerging Towns）という、カトマンズ盆地以外の比

較的小さな 6 つの都市自治体を対象とするプログラムで、順調に準備が進めば 2011 年から事

業が開始される模様である。このプログラムでは、各都市自治体に、使途を限定しないブロ

ックグラントを提供し、各自治体のプライオリティに応じ、道路、水道、廃棄物管理等の公

共サービスの改善・整備を行うものになるという。また、MOLD、DUDBC、各都市自治体の

組織能力向上（institutional capacity building）もコンポーネントに入るという。 
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５－３ GTZ 

（1）交通セクターに関する支援 
現在、GTZ はカトマンズ盆地内で交通セクターへの支援を行っていない。GTZ は長年にわ

たって DOR 管轄のカトマンズ盆地外の地方の SRN 道路に支援を実施してきたが、現在はト

リブバン道路のバインセ～ナウビセ～ナグドゥンガ間を IDA と共同で支援しているのみで

ある。 
 
（2）都市整備セクターに関する支援 

GTZ のネパールにおける都市分野の活動は、1970 年代初頭のバクタプール開発プログラム

に始まる。その後、10 年あまりにわたり、バクタプールの文化遺産の再生や関連施設の整備、

下水・学校等の社会経済開発基盤の整備を支援してきた。 
1980 年代中期にこのプログラムは終わり、1987 年に、今日まで続く Urban Development 

through Local Efforts（UDLE）の活動が開始された。UDLE プログラムのコンポーネントは、

以下の 4 つであり、カトマンズ盆地での活動に関係するのは主に②、③のコンポーネントで

ある。 
① グッド・ガバナンス 

DUDBC と連携した、12～14 の都市自治体（Municipalities）の周期計画（Periodic Plan：
基本は 5 カ年計画で、フィジカルな都市計画、社会経済計画、環境計画、財政計画等を統

合したもの）の作成支援。 
② 貧困削減 

MOLD の要請を受け、21 の都市自治体のうちで実施。資金の 80％をインフラ関連に充

て、直接貧困削減に充てるものは 15％。 
③ 都市財政システム開発 

財政の地方分権化推進、都市自治体の自主財源開発支援の観点から、中央政府の補助金

や地方交付制度の見直し、地方税としての総合資産税（integrated property tax）や職業税

（professional tax）の導入、行政評価システム（Minimum Conditions and Performance Measure 
system）の導入、不動産管理システムの開発〔不動産の登録、価格評価（初期評価、減価

償却）、会計システム〕、反則金（fines）の活用等、多様な活動を展開。 
④ インフラ整備 

都市自治体が行うインフラ整備支援23（ローンやグラント、技術支援の提供）を行う都

市開発基金（TDF）に対する組織体制整備や能力向上（リスクや資金管理等）の支援。 
 

UDLE の活動は、2010 年末をもって終了する。その後は、Poverty Alleviation in Selected Rural 
Areas（PASRA）という大規模な新プログラムに移行する。このプログラムは、地方

（sub-national）レベルのガバナンス、都市部と農村部（都市自治体と周辺の村を含む）の連

関・連携に注目するものである。この新プログラムのカウンターパートは村落開発委員会

（VDCs）だが、将来は、都市自治体と VDCs の双方をカウンターパートにすることを GTZ

                                                        
23 TDF は交通分野で多くの都市自治体を支援しており、バスターミナル（bus parks）やその関連インフラの建設は、TDF の主

業務のひとつである。通常、TDF の交通部門の活動は、KfW の提供しているグラント（850 万ユーロ/年を 3 年間）を 20％
グラント、80％ローンの形で用い、運用している。ローンは有利子で、回収資金は新たなインフラ投資に回される。 
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は視野に入れている。 
GTZ は、ネパール都市協会（Municipal Association of Nepal）も長く支援してきた。また、

国家都市政策（National Urban Policy 2003）の作成にも関与してきた。 
 
５－４ 中 国 

（1）交通セクターに関する支援 
中国は 1980 年代初頭に完成したアルニコ道路及び環状道路を筆頭に、ネパールとチベット

間の道路整備を支援してきている。最近では、特にカトマンズ盆地に対する支援に積極的で

あり、DOR の構想を基にした「外環状道路計画調査」を 2007 年に実施した。また、中国は

「既存環状道路拡幅計画調査」を 2010 年 9 月に完了しており、同調査はネパールのコンサル

タントが 2003 年に実施した調査結果を基に内容を確認したものである。そして中国政府は

2011 年には「既存環状道路拡幅計画詳細設計」を予定している。詳細設計完了後に中国の

ODA で工事が開始される予定。 
カトマンズ盆地の交通流に対する同プロジェクトのインパクトは大きい。「既存環状道路拡

幅計画調査」では、図５－１に示す交通流が提案されており、現在の 2 車線道路を 4 車線に

拡幅し、更に両外側に 2 車線のサービス道路を設置する計画となっている。 
 

出典：Preparation of Detailed Report for Ring Road Improvement Project, Executive Summary 
図５－１ 中国が援助予定の環状道路拡幅 

 
（2）都市整備セクターに関する支援 

かつてはカトマンズ市ナヤバネシュウォールの国際会議場、同じくナヤバネシュウォール

に 2004 年に完成した市民病院のようにモニュメンタルな建築物の供与を中国政府は実施し

ている。しかし、現在は道路以外の都市セクターに関係する支援については予定されておら

ず、また近い将来において、特段注目すべき取り組みはみられない。 
 
５－５ UN-HABITAT 

（1）交通セクターに関する支援 
カトマンズ盆地には貧困層の居住するスラムとスクォッター区域が存在する。スラムは裏

通りに位置し住居の超過密な区域を意味し、スクォッターは地方から首都カトマンズに流入

して来た人たちが主にマノハラ川、バグマティ川の川岸を住居として不法占拠している区域

である。1980 年代に 17 部落であったスクォッターは 2000 年代に入り急増し、2010 年 7 月時

点で 40 部落 1 万 2,726 人に達している。 
UN-HABITAT の専門性の高い分野であるスラム及びスクォッターであるが、UN-HABITAT
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は道路セクターに関係するスラム及びスクォッター関連の支援については予定されておら

ず、また近い将来において、特段注目すべき取り組みはみられない。 
 
（2）都市整備セクターに関する支援 

これまでは断続的だったUN-HABITATの活動がネパールで恒常化したのは 2005年である。

UN-HABITAT のネパールでのこれまでの主な活動には、以下のものがある。 
①水供給、衛生プログラム 
②国家建築基準づくりの技術支援 
③国家居住支援作成への関与 
④都市エリアを改善する都市管理プログラムへの関与（対象はラリトプール市） 
⑤自治体の Periodic Plan にミレニアム開発目標を導入する DUDBC の取り組みの支援 
⑥環境省の都市管理指針づくりの支援 
⑦MOLD と Resource Mobilisation Centre（中央政府機関）の廃棄物管理指針づくりの支援（廃

棄物管理の責任主体は自治体） 
⑧カトマンズ盆地 5 都市自治体の土地利用現況図づくり（KVTDC に協力） 

 
UN-HABITAT の専門性の高い分野のひとつであるスクォッター問題に関し、UN-HABITAT

はこの国でまだ直接関与していないという。スクォッター問題が、この国の政府や、この国

で活動するドナーにとってまだ優先度の高い分野でないことが、その背景にあるという。

UN-HABITAT 自体も、カトマンズ盆地のスクォッター問題は、現状でまだ深刻な問題ではな

いととらえている。ただし、大事なことは深刻でない今のうちに問題に対処することが大切

であり、UN-HABITAT はその分野の専門機関のため要請があればいつでも対応できる、との

姿勢を示している。また、住宅権（housing right）推進との関係で、UN-HABITAT は間接的

にはこの国のスクォッター問題に関係している、スクォッター問題対策では住宅供給とのリ

ンクが必要、との認識も示す。 
UN-HABITAT によれば、カトマンズ盆地においては、現状において、スクォッター問題よ

りも、市街地内のスラム（スラムポケット）の問題の方が大きいという。こうしたスラムポ

ケットの多くは、かつて、カトマンズやパタン（ラリトプール）の市街地が小さかった折、

市街地の縁辺部にあった基盤整備未整備地域が、拡大した新市街地に飲み込まれる形で残存

したもので、土地の所有権は居住者たちが保有し、居住者たちの市民権も認められているが、

道路、水道、下水などの物的アクセスに深刻な問題を抱えているという。また、カトマンズ

市やラリトプール市の中心部に近い場所で、貧困層が比較的多く住む地区が新たにスラム化

する現象もあるという。 
UN-HABITAT は貧困地図づくりのツール（23 の指標で貧困を定義）をもっており、この地

図づくりを通じ、カトマンズ盆地のどこにスラムがあり、それらにどのような問題があるか

を明らかにすることが可能であり、スラムポケット改善に有効である、という。現状におい

て、まだカトマンズ盆地では貧困地図づくりが行われていないが、都市自治体との初動体制

は整ってきているという。 
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第６章 今後の課題 
 
６－１ 課題の総括 

本調査の結果として、カトマンズ盆地における都市計画・交通計画制度とその運用を巡る課題

には多様なものがあることが明らかとなった。 
次ページ表６－１は、これらの多様な課題のなかでも、今後の JICA の都市計画分野（道路・

交通計画分野との境界領域を含む）での支援の検討に際し、特に留意すべきと考えられる主要課

題を、調査団内でのディスカッションを通じて抽出、整理したものである。具体的には、調査団

のネパール滞在 3 週間のうち、1 週間を経過した時点で暫定的に主要課題の候補を抽出・整理し、

残り 2 週間にわたる情報収集継続のなかで、主要課題候補に追加・修正を加えていったものであ

る。 
表６－１は、抽出した課題を、①政治・経済の課題（都市計画・交通計画の制度と運用の背景

を構成する課題等）、②都市計画の課題（都市計画制度とその運用そのものに係る課題等）、③交

通計画の課題（交通制度の運用に係る課題等）に大別している。 
そのうち、①は、今日のネパールにおける政治的な安定の欠如や、経済政策の乏しさ、あるい

はカトマンズ盆地全体を統治する政治・行政組織が欠如している状態が、カトマンズ盆地全体の

経済活動や発展にいかに問題を及ぼしているか、また、それが将来の社会問題発生につながる懸

念がないか（カトマンズ盆地における雇用不安・不振の影響として）、という問題をとらえている。

これらの政治・経済・社会問題（懸念を含む）の動向に注視することは、都市計画分野の協力の

あり方を検討する前提として重要となる。また、①では、ネパール国民の法順守意識の弱さを問

題としてとらえている。この問題も、当然、都市計画分野の協力のあり方の検討に影響を与える

（特に、法制度の整備、運用にどの程度、どのようなアプローチで取り組むべきかについて等）。 
次に、②については、現行の都市計画図書（図面、文書）のつくり方や内容の適切性について

の疑問を呈したうえで（表中で「計画」と呼称している部分参照）、都市計画の実行（制度運用）

に係る体制が組織化されていないことについての問題点の指摘（表中の「組織」の部分）並びに

規制の執行体制の弱さについての問題点の指摘（表中の「規制」）を行っている。また、これらの

都市計画の内容や制度運用を巡る問題の帰結の代表例として、カトマンズ盆地の環境問題の深刻

さに注目している。 
③については、著しい都市部の人口増加、経済の発展に伴う車両台数・バイク台数の増加によ

り、閉塞状態に陥っているカトマンズ市街地の交通計画につき指摘して、そのうえで個別の課題

として交通規制が十分に運用されていないこと、バスやテンポの過当競争が交通事故を増大させ

ていること、不十分な道路インフラの整備（維持管理含む）等を取り上げている。 
都市計画と道路・交通計画との接点部分に係る計画課題として、②は、「土地利用と交通を統合

して扱う仕組みの欠如」とその結果としての「非効率的な交通インフラ整備の誘発」（後追い的な、

無計画でつぎはぎ型のインフラ整備）、道路を含む「経済インフラの整備が不十分」、緊急時の避

難用道路を含む「防災対応の不足」、「道路等施設の管理区間が不明確」であること、道路交通が

要因として大きい「大気汚染」などを指摘している。これらの計画課題、なかでも基本としての

「土地利用と交通を統合して扱う仕組み」の導入・定着をいかに図るかは、カトマンズ盆地にお

ける今後の JICA 支援にとって、重要テーマとなろう。JICA のこうした取り組みへの期待は、JICA
交通マスタープランを活用してきた他ドナーからも大きいが、これまで述べてきたとおり、カト
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マンズ盆地の都市計画は複雑な問題を内包していることから、実施にあたっては事前の十分な検

討調整が必要である。 
 

表６－１ 本調査団による主要課題の抽出結果 
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表６－１に整理した事項と一部重複するが、現地調査の実施を通じ、カトマンズ盆地を含むネ

パールの都市計画制度やその運用に係る重要な改善課題としては、以下のものがあると認識した。

これらの改善に関しては、都市・交通部門に対する支援の効果を上げるため、JICA からも積極的

な働きかけを行っていくことが妥当と考える。 
 

■計画の実行 
都市計画の法制度や計画図書は存在する。しかし、その実行が伴っていないため、あたかも

「都市計画不在」とみえるような状況にあり、計画の的確な実行（規制の執行を含む）が必

要である。 
■土地利用計画と交通計画のリンク 

このリンクの欠如により、カトマンズ盆地の土地利用、交通は混沌、混乱の極みにあり、物

的にも、経済的にも、首都にふさわしい都市発展を阻害している。この状況を脱却するには、

土地利用計画と交通計画をリンクさせることにより、市街地の拡大の制御と適地への都市機

能（産業、物流等）の立地誘導を図り、都市発展の基盤となる都市構造を確立していくこと

が必要である。 
■都市地域並びに都市経済が国家発展に果たす役割への注目 

都市人口比率がまだ 20％程度であるネパールにおいては、国家開発政策の重点が依然として

地方地域に向けられ、都市地域への注目度は低い。しかし、現に国の GDP の大部分はカト

マンズ盆地をはじめとする都市地域で産み出されており、都市地域並びに都市経済の役割に

しっかりと目を向け、適切な振興政策をとることが必要である。 
■法制度の整合性確保による関係機関の役割分担明確化 

都市開発法（Town Development Act）と地方自治法（Local Self-Governance Act）それぞれが

定める都市計画関係規定に不整合な部分があり、カトマンズ盆地においては、都市開発法の

規定に基づいて活動するカトマンズ盆地開発委員会（KVTDC）及び下部組織の都市開発実行

委員会（TDICs）と、地方自治法の規定に基づいて都市計画関係業務を行う都市自治体

（Municipalities）との間に役割の重複が存在する。また、国家レベルにおいては、都市開発

法を所管する公共事業計画省（MOPPW）の都市開発・建設局（DUDBC）と、地方自治法を

所管する地方開発省（MOLD）との役割分担にも重複がある。こうした関係機関間の役割分

担の不明確さは、都市計画の円滑な実施を妨げるひとつの要因となっており、改善が必要で

ある。 
関係機関間の役割調整に向け、空間計画法（Physical Planning Act）及びカトマンズ盆地都市

開発協議会法（Kathmandu Valley Urban Development Council Act）の 2 つの法案が作成済みで

あり、国会（後者）並びに MOPPW（前者）において検討が行われているが、制定のめどは

立っていない。また、DUDBC と MOLD の都市計画関連所掌業務を一括して所掌する都市開

発省（Ministry of Urban Development）の設置提案もなされているが、こちらも設置めどは立

っていない。これらの新法制定や新組織設置に関しては、現状の政治的不安定な状態が影響

している面があり、その安定がもたらされないと実現は難しいとの見方が、ネパール関係者

の間にある。 
■地域（広域）計画の政府承認（閣議決定） 

1976 年の「カトマンズ盆地都市開発計画」は公式に政府承認（閣議決定）を受けた計画であ



－146－ 

った。しかし、その後のカトマンズ盆地を対象とした都市計画あるいは交通計画に関するマ

スタープラン（ADB 1991 年「カトマンズ盆地都市開発計画・事業」、JICA1993 年「カトマ

ンズ都市交通計画調査」、KVTDC 2002 年「カトマンズ盆地長期開発構想（2002～2020）」）
は、いずれも政府承認を得るに至らず、そのことがマスタープランの効力を減じた（例えば、

それらが MOPPW の承認は得たものだとしても、その効力は MOPPW の所掌業務の範囲にと

どまり、他省の取り組みへの効力は及ばず、また、計画の実効性を高めるための法改正を促

す効果もない）。このため、JICA がカトマンズ盆地の次期都市・交通計画マスタープランの

作成を支援するとしても、作成された計画の政府承認は、計画の実効性を担保するうえで欠

かせない重要要素であることに留意すべきである。 
■規制の随時更新と厳格な適用 

新規開発の無秩序なスプロールや市街地内での違法な増築の横行は、カトマンズ盆地の土地

利用の混乱に著しい影響を与えた。こうした事態が横行した要因には、市民や建設事業者の

法順守姿勢の問題にとどまらず、都市化に伴う問題発生状況に応じて、随時、的確な規制の

改正が行われてこなかったことと、開発・建築申請を処理し、また、実際の建設活動を監視・

指導すべき立場にある行政機関の厳格な規制の適用（例えば、建築パトロールによる違法建

築の摘発など）が実施されてこなかったことがある。厳格な規制の適用のために必要な人員

配置や職員の能力向上を含め、これまでの対応の失敗を繰り返さないための、的確な対応が

必要である。 
■施設のオーナーシップ（所有意識）及び管理への注視 

カトマンズ盆地における道路その他の公共施設の建設・管理の課題として、建設後の維持管

理が不十分で、本来有する性能がフルに発揮されていない、もしくは著しい速度で施設の劣

化が進んでいる状況が見受けられる。例えば、Guided Land Development（GLD）や Land Pooling
（LP）の事業実施により、土地所有者の用地提供を受けて建設あるいは拡張された道路

（KVTDC によれば GLD で 320km、LP で 159km）の多くが、管理責任が不明確なまま（建

設後は公共団体への移管が基本とされるがそれが実現されないまま）修繕が行われず、路面

の劣化が進んでいるという。すなわち、この例にみられるように、建設後の管理の問題の背

景には、だれが管理責任を負うべきかという、施設のオーナーシップ（所有意識）の問題が

ある。 
■グッドプラクティスの反復適用と、そのための啓発活動 

例えば、カトマンズ盆地に複数ある文化遺産保全地区では、ゴミがない清浄な環境が維持さ

れているが、一歩その外に出ると路上、空き地、河川など至る所にゴミが散乱しており、地

区内外の市街地環境に雲泥の差がある。この例にみるように、特定の地区でのグッドプラク

ティスを地区外に順次適用拡大し、地域全体の環境改善につなげていくための取り組みが弱

い印象がある。カトマンズ盆地の都市環境の悪化傾向が顕著な現状にかんがみると、啓発活

動を通じて市民をはじめとするステークホルダーの理解と協働姿勢を育みつつ、グッドプラ

クティスの適用拡大を推進することが必要と考えられる。カトマンズ盆地においては LP の

事業地区の増加が進んでいることから、日本の技術協力により LP の技術水準（インフラ、

街並み等）を高めつつ、良好な市街地形成のグッドプラクティスモデルとして LP を活用し

ていくことも考えられよう。 
■質が高くアフォーダブルな住宅の供給 
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カトマンズ盆地の急速な都市化の過程で、ゲーティッドタウンと呼ばれるような高水準の住

宅団地や、高層集合住宅など、在来型の住宅とは異なる新たな形態の住宅建設が見られるよ

うになった。しかし、これらの新たな形態の住宅は、盆地に居住する一般市民や地方から移

り住む新住民の手の届く価格のものでない。一般市民や新住民が住まう在来住宅には耐震性

の問題も存在することから、より安全でより居住水準が高く、かつ一般市民に手が届く価格

の都市型住宅の開発が必要である。 

 
６－２ 都市計画の課題 

本調査団は、現地滞在中、さまざまな都市計画関係機関に対し、各々の機関の活動状況や活動

課題等に関するインタビューを行うともに、各機関が保有する都市計画関連情報（文書、データ）

の提供を受けた。また、それらの機関のうちの幾つかは、調査団が主催したシェアリング・セッ

ション（調査結果報告並びに意見交換会）に参加し、意見を表明した。それらより得られた情報

を総合化すると、カトマンズ盆地は、現状において、表６－２（各機関が問題視する課題の一覧

表）並びに表６－３（表６－２作成の基とした各機関の具体的意見）に示すように、広範かつ数

多くの都市計画課題に直面していることが明らかになった。 
 

表６－２ インタビュー等24で提起された都市計画に関する課題の一覧 

（1）都市計画関係者について 

インタビュー先25 
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TZ 

U
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-H
A

B
ITAT

ガバナンス/組織関係（関連法

制度含む） 
●  ●   ● ●      ●  

組織開発 /能力強化（財政含

む） 
  ●   ●       ●  

政策・計画の実行 ●  ●    ●     ● ● ●

規制の執行   ●   ● ● ●       

政治情勢（公選市長不在/政治

的過渡期） 
  ●  ●  ●   ●   ●  

複数地方公共団体の事業連携     ●          

計画・管理のオーナーシップ

（計画の政府承認を含む） 
●     ●   ●   ● ●  

市民のモラル ●     ● ●        

民間セクター/公民連携 ●     ●    ●     

                                                        
24 インタビュー時に口頭で得た情報、インタビューで行った質問への回答文書・関連資料で後日得た情報、並びに現地でのシ

ェアリング・セッションでのインタビュー先機関からの参加者の発言による。 
25 組織の名称については表６－３参照。 
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（2）計画文書（規制・政策方針を含む）について 

インタビュー先 
 
 
 
提起された課題 

N
PC

 

M
O

PPW
/D

O
R

 

D
U

D
B

C
 

M
O

E 

M
O

LD
 

K
M

C
 

LSM
C

 

K
V

TD
C

 

N
TB

 

TD
F 

A
D

B
 

W
B

 

G
TZ 

U
N

-H
A

B
ITAT 

都市計画・規制の改定      ● ● ●     ●  

都市計画に関する知識/技術      ●  ●       

土地利用計画と交通計画   ●     ●   ● ●   

都市計画と観光         ●      

都市計画と環境管理    ●         ●  

災害管理   ●   ●   ●      

地域（広域）計画   ●   ●  ●    ● ●  

都市政策・計画の全体的な枠

組み 
       ●   ● ● ● ●

都市計画（都市計画法に基づ

く town plan） 
  ●     ●       

周期計画（地方自治法に基づ

く periodic plan） 
  ●     ●       

 
（3）カトマンズ盆地の都市開発について 

インタビュー先 
 
 
 
提起された課題 

N
PC

 

M
O

PPW
/D

O
R

D
U

D
B

C
 

M
O

E 

M
O

LD
 

K
M

C
 

LSM
C

 

K
V

TD
C

 

N
TB

 

TD
F 

A
D

B
 

W
B

 

G
TZ 

U
N

-H
A

B
ITAT

都市セクター・都市経済への

政策的関心 
           ● ● ●

インフラ整備（整備資金を含

む） 
  ●   ●     ● ● ●  

無秩序な開発      ● ●        

アフォーダブルな住宅供給      ●        ●

スクォッター居住地/スラム      ● ●       ●

投機的な宅地・建物開発      ●         

農地の保全   ●            

環境悪化      ●         

外郭環状道路 ● ●         ●   ●
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Land Pooling 、 Guided Land 
Development 

 ● ●     ●       

人口移動の背景の都市と地方

の格差（経済格差、政治的安

定） 

    ●  ● ●       

 
表６－３ インタビュー先各機関の具体的な課題認識（個別意見）26 

インタビュー先 課題認識 

国 家 計 画 委 員 会

（NPC） 
・ 技術的な問題はない。問題はガバナンスと実行。 
・ カトマンズ盆地に移り住めば生活コストが安く済む（例えば水が無

料）、というフリーライダー感覚が国民にある。国民のモラルの問題。

・ カトマンズ盆地に多くの組織がかかわりすぎで、責任の所在が不明

確で、無計画状態。ひとつの行政体にまとめるべき。 
・ 民間エネルギーがうまく生かされていない。 
・ 計画はオーナーシップが大事。外国機関がつくっただけのものはだ

め、ネパール機関・関係者が自分たちのものと意識しなければならな

い。そうすれば国の計画承認は難しくない。 

公共事業計画省/同省

道路局 
（MOPPW/DOR） 

・ 外郭環状道路の延長の半分以上を Land Pooling（LP）で整備したいが、

土地所有が複雑化しており（不在地主の存在等）、簡単でない。 

公共事業計画省都市

開発・建設局 
（MOPPW/DUDBC） 

・ 都市インフラ整備が遅れている。都市自治体の対応能力もその一因。

・生活を守る環境資源（例えば地下水の涵養）としての郊外農地の保

全が必要。 
・ 政策の実行が最大課題。そして、それは、都市自治体の組織強化、

能力開発の問題に関係する。 
・土地利用と交通の計画の統合が必要。現状では交通計画と無関係に

宅地開発が進行。 
・ 災害管理が課題。 
・ 都市計画（Town Plan）と自治体の周期計画（Periodic Plan）の整合性

に係る法規定が欠如。 
・ KVTDC の地域計画と自治体の計画の整合性の欠如。それが計画の実

行、宅地開発の許可に悪影響を与えている。この整合性の欠如の問題

は、将来の道路・交通マスタープランにも影響する大事な点。 
・ KVDTC の活動は、土地管理、土地開発に重点を置き、交通の視点が

弱い。 
・ DOTM、DOR、DUDBC 等、中央政府レベルでも関係機関の活動が断

片化しており、交通・都市開発双方についてコーディネートする機関

がない。 

                                                        
26 表６－２同様、文書で得た情報、シェアリング・セッションでの発言によるものを含む。 
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インタビュー先 課題認識 

・ばらばらな都市開発関係機関を一元化する都市開発省設立の必要性

を政府は認識しているが、実現時期の見通し立たず。 
・計画策定～実行まで、国、地域計画機関、自治体をコーディネート

すべく、 2 法（ Physical Planning Act 、 Kathmandu Valley Urban 
Development Council Act）の法案を提出したが、制定見通し不明。 

・ ADB の持続可能な都市交通のレポートには、章立てに土地利用の項

目がなく、土地利用と交通の調整についての記述なし。 
・ TDF は、資金の限界から、カトマンズ盆地への人口集中のカウンタ

ーマグネットとなる盆地外の拠点都市への投資がまだできていない。

・ 自治体が計画作成、実行に中央から一層の独立性を望むなら、組織

能力強化が必要だ。特に、財務能力、人材開発が大切。 

環境省（MOE） ・ 土地利用の方針・計画がなければ環境計画も立てられない。 

地方開発省（MOLD） ・広域的な問題への対応のための複数の隣接自治体の共同プロジェク

トで、完了したものはまだ少ない（1999 年地方自治法の下、そうし

た取り組みは可能）。 
・全国の地域間の発展の均衡を図るのは大問題。チャレンジはしてい

るが、今の取り組みが有効に機能しているとはいえない。 
・市長選挙が行われていないため、地方自治法がフルに活用される状

態にない。 

カトマンズ盆地開発

委員会（KVTDC） 
・ KVTDC と都市自治体の都市計画権限が重複。盆地全体を一体にとら

える都市計画組織が必要。 
・ 開発規制及び監視に関し、KVTDC は地方公共団体の協力を得られた

場合のみ実施できるが、地方公共団体は協力に前向きでない。これま

での KVTDC の努力は、限定的にしか実を結んでいない。 
・ 旧態依然とした KVTDC とその傘下の都市計画実施委員会（TMICs）

の組織強化が課題。 
・国～自治体までのすべてのレベルの関係組織の都市管理能力の弱さ

が問題（急激な都市化で現れた問題が能力不足の組織の足かせ）。 
・ DUDBC と MOLD の役割が重複。都市開発省の設立が必要。 
・ 違法建築の横行には、住民のモラルの問題と、取り締まりのための

人員不足の問題がある。 
・ 進行中並びに将来の開発の指針となる総合的な枠組み文書の欠如。 
・ 土地利用と交通の調整ができていない。道路整備が計画的でなく、

後追いとなっている。急速な都市化に伴ってカトマンズ盆地に現れた

深刻な交通問題（個人車両急増、渋滞、環境汚染）に対抗する戦略的

な交通計画が必要。 
・都市化の進展に合わせて更新したマスタープラン、タイムリーな建

築条例が必要。現在の規制（土地利用・ゾーニング計画、開発規制・



－151－ 

インタビュー先 課題認識 

建築条例）は 1976 年導入後、90 年代にわずかな見直しをしただけ。

・ 民間セクター（ディベロッパー）に LP 実施への参加希望があるが、

法律にそれを受け止める規定がない。 
・ 計画開発（LP、Guided Land Development）より整備された道路の改

修・アップグレードがなされていない。ドナーの協力が必要。 
・ LP に対する対外支援も必要。 
・ 地方部の政治的事情がカトマンズ盆地への人口流動の一因。 

カトマンズ市（KMC） ・ 開発計画の実現性の乏しさ。適切な土地利用計画の欠如、建築条例

の適用の弱さが原因。 
・ インフラ整備を伴わないまますさまじい勢いで宅地開発、スプロー

ルが進展し、農地を侵食。 
・無秩序な都市開発をコントロールしようという積極的な意欲をもっ

た機関がなかった。 
・ 首都圏以外の地域の不安定な状態が人口の首都圏集中に影響。 
・市街地に横行する上階継ぎ足しタイプの違法建築の存在と、その地

震脆弱性。 
・ 不衛生なスクォッター居住の拡大の兆し。 
・ 投機目的での住宅団地やアパートの建設の環境（水、排水、自然な

ど）への影響の懸念。 
・ 現状を反映しない 20 年前の土地利用計画の改定必須（これを変えず

に建築条例だけを変えてもだめ）。 
・ 適正な計画申請プロセスを経ないで、大規模商業施設、複合用途建

築物の建築が進展。 
・ 市街地が、オープンスペースの少ないコンクリートジャングル化。 
・ 関係機関〔KVTDC、DUDBC、都市自治体、VDCs（村）〕の協力関係

の弱さと、それによる実効の弱さ。 
・ 問題解決への取り組みの前提としての詳細な実態調査の不足。 
・ 新しい土地利用・ゾーニング計画、建築条例の前提となる詳細事情

調査のため、技術支援を得ることが必要。 
・一般市民にとって高額すぎるアパートに代わる、公的住宅供給検討

の必要性（例えばインドのように）。 
・公選市長が不在なこと、重点プロジェクトの決定（の難しさ）に影

響している。 

ラ リ ト プ ー ル 市

（LSMC） 
・ ここ数十年の都市開発や建築活動は、適切な計画なしに進められた。

・ 農地への無秩序な新規開発の広がりの結果、LSMC は、基本的なイ

ンフラと公共サービスを欠くスプロール都市の様相を呈した。市街地

のオープンスペースは非常に少なく、地震に脆弱。 
・ 川岸のスクォッターエリアは、インフラや公共サービス（特に給水、
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インタビュー先 課題認識 

衛生施設）を欠くが、市は改善への取り組みを行ってこなかった。 
・農村地域やカトマンズ盆地外の都市の安全性が脅かされる状況で、

カトマンズ盆地への人口流入が著しく増加。 

ネパール観光協会

（NTB） 
・ 観光振興上、道路のサイン、街灯、休憩スペース等、交通施設に関

係する課題がある。観光計画と交通計画、都市計画の融合が必要。 
・ 災害対策が弱い。緊急車両が入れない。 
・ だれが街をきれいにしておくか、オーナーシップの問題がある。 

都市開発基金（TDF） ・ 国家的なインフラ投資の枠組みとなる方針を欠いている。 
・公選市長の不在による政治的決断の弱さが、重要プロジェクトの特

定に影響を与えている。 
・交通分野以外のプロジェクト（土地・住宅等）に資金提供先を拡大

するのが課題。 

ア ジ ア 開 発 銀 行

（ADB） 
・ アウターリング道路は、土地取得の問題が難しいと聞いている。 
・次のカトマンズ盆地の交通マスタープランでは、都市開発戦略、土

地利用方針など、ソフトコンポーネントとの統合が重要。 
・都市化のスピードがほかの国にないほど速いため、都市セクターへ

の投資は非常に重要。 

世界銀行 ・  政府、ドナーは都市開発・交通管理の抜本対策に取り組むべき（これ

までは取り組まず）。それには、交通管理と都市問題を別々にとらえず、

都市セクターという全体観をもって取り組むべき（交通はその一部）。

・カトマンズ盆地等、都市部が国家経済の牽引力となっている事実を

直視し、都市経済の振興（及び、そのためのインフラ整備と計画的

都市開発）に向けた政策を立案し、推進すべき。 
・これまでの都市部門の計画に政府承認が得られなかったことは問題。

それで計画が実行されなかった。計画承認を得るための戦略が必要。

・ドナーが全額無償資金を提供しては、ネパール側のオーナーシップ意

識が薄くなる。ドナーとネパール側がともに資金投入することが大切。

ドイツ技術協力公社

（GTZ） 
・都市自治体の計画作成、プログラム作成能力は低い。テクニカル部門

も弱い。 
・都市自治体の財政基盤は弱い（自主財源に乏しい）。 
・ カトマンズ盆地の人口増に対応したインフラの欠如、キャパシティの弱

さ、一貫性を欠く計画の横行、多くの地方公共団体の財政の弱さが問題。

・地方選挙が行われていないため、各都市の現実のローカルニーズに

都市施策を対応させるのが難しい。 
・ 都市インフラの建設以外にメンテナンス（道路、公共建築物）も重

要。 
・ DUDBC はフィジカル、MOLD はガバナンスと、違う側面から都市開

発にかかわってきたが、一貫性のある政策をつくり、権限分担の明確
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インタビュー先 課題認識 

化を図ることが大切（政府機関だけでなく他のステークホルダーも）。

・ 国の政策も、ドナーの活動も、主に地方（農村部）の開発に専心し

て、都市部になかなか目が向かない。 
・各事業担当官庁から自治体に配分されるインフラ資金が個別ばらば

らで調整されていない。 

国際連合人間居住計

画 
（UN-HABITAT） 

・政府、ドナーの都市セクターへのプライオリティが低い。政府はプラ

イオリティを高め、包括的な取り組み（政策、計画、事業）を展開す

べき。都市開発、都市経済の国家的貢献の国民へのアピールも不足。

・この国の都市計画の問題は、計画が実行されないこと。実行するには

市民を参画させることが大切。 
・カトマンズ盆地のスクォッターエリアは幸いなことにまだ多くなく、

深刻でない。が、今のうちの対処が大切。住宅供給とのリンクが必要。

・ スクォッターより、市街地に多くあるスラムエリアが問題。居住の

合法性は問題ないが、施設が不適切〔特に道路アクセス（消防活動が

困難）、水、衛生〕。これに目を向けず、ただ幹線道路を整備してもだ

め。 
・アウターリングロードには、賛成者より反対者が圧倒的に多い。 

 
６－３ 交通計画の課題 

６－３－１ 法制度上の交通関連管掌機関について 
実際にカトマンズ盆地内の道路関連施設のハード面の整備・維持管理と交通管理をはじめと

したソフト面の管掌機関一覧を表６－４に示す。要約すると、交通関連機関間の混乱原因は政

治と法律の不備にあり、現実的に可能な対策は対症療法に限られると思われる。また、法制上

と実際の食い違いについての課題を以下に記述する。 
 

（1）ネパールの道路インフラ整備、維持管理は大別して戦略的道路網（SRN）の道路整備・

維持管理を公共事業計画省（MOPPW）の道路局（DOR）が実施し、一方、地方道路網（LRN）

の道路整備・維持管理を地方開発省（MOLD）と地方自治体〔カトマンズ市役所（KMC）
に代表される各市役所〕及び各郡にある郡開発委員会（DDC）が実施している。カトマン

ズ盆地内においてもリング道路、東西を走るトリブバン道路とアルニコ道路、ラリトプー

ル市とカトマンズを結び南北を走る幹線道路は SRN となっており、DOR が管轄している。

カトマンズ市、ラリトプール市等の大都市の街路及び中小道路を市役所が整備、維持管理

している。なお、今までは SRN 以外でも橋梁建設は技術要員の関係から DOR が実施して

きた。 
（2）ネパールの道路交通関連の法律「車両及び交通管理法 2050（1993 年）」「地方自治法 2055

（1999 年）」では駐車場、バス停、歩道、信号灯、道路照明、道路標識等の交通安全施設

の整備と清掃・維持管理を労働・交通管理省（MOLTM）の DOTM 及び地方自治体が実施

すべきと規定している。しかしながら、カトマンズ盆地内の交通安全施設の多くを MOPPW
の DOR が整備、維持管理している。 
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（3）法制度上と実際の実施機関が合致しない理由のひとつとして、2000 年のネパールの省庁

再編時に混乱が生じたものと思われる。一例として建設・運輸省（Ministry of Construction & 
Transportation）が MOPPW として再編された際、建設・運輸省の中にあった DOR は MOPPW
に引き継がれたものの、DOTM は MOLTM の局として分離されたことにある。そして現在

の DOTM は、運転免許証交付、車両登録、公共交通運行許認可等の権限を行使しているも

のの、交通安全施設の整備と維持管理に対しては全く活動していない。 
（4）さらに、地方自治法により道路照明は KMC 等の市役所が電気使用料を負担、DOR が信

号灯の電気使用料の負担、道路清掃は KMC 等の市役所負担という複雑な状況を生み出し

ている。 
（5）新規に道路整備または既存道路の拡幅改良する場合の障害家屋物件の撤去命令は市長権

限となっているが、過去 10 年近く市長選挙も実施されておらず家屋立ち退きに関しては市

長権限が生かされず、実施機関の DOR と郡主任官吏（Chief District Officer：CDO）が多大

な労力を費やしている現実がある。 
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有する DOTM の幹部から「カトマンズ盆地では乗客がどこでも乗降可能で世界的に最

もサービスが良い」と驚愕するほどの発言があった。 
 幾社かの公共交通会社は経営上の問題から、FNNTE 未加入であるのみならず若年者

をドライバーや車掌として雇用している。 
 DOTM は公共交通運行路線の許可を発行する前に厳格な審査を実施すべき段階にあ

る。 
 公共交通運行路線の許可が厳格化されれば、交通渋滞の原因となっている所構わず許

している乗降が減少すると思われる。 
 

（3）政府による交通安全施設の整備と維持管理 
 DOTM と地方自治体の責任である歩道、レーンマーク、信号灯、道路照明、横断歩道、

防護柵、バス停の拡幅帯等の交通安全施設の整備と維持管理を MOPPW の DOR が実

施することが望まれる。DOTM と地方自治体が行うにはキャパシティ・ビルディング

から始まり年数と費用が必要であり、重要性・緊急性の高い交通管理改善が遅れてし

まうおそれがある。 
 DOR でも既に整備した交通安全施設の維持管理を十分実施していない。重要性・緊急

性の高い交通安全施設の維持管理を DOR の責任で資金手当と実行が肝要である。 
 

（4）歩行者による施設の適切な利用 
 カトマンズ盆地では、歩行者の信号無視、所構わずバス等の公共交通を停車させて乗

降する、どこでも横断する等、極めてセルフィッシュな行動が目に余る。歩行者に対

する首都圏交通警察及び教育省教育局（DOE）による教育活動が重要なものとなって

いる。DOTM も「車両及び交通管理法 2050（1993 年）」によれば重責を担うはずであ

るが DOTM 内には関係する組織もないことから、実際に施設整備を行っている

MOPPW の DOR も首都圏交通警察及び教育省教育局（DOE）と協力して教育活動に加

わるべきである。なお、教育にとって重要な役割を有する首都圏交通警察の警察官は

2 年程度で異動を繰り返す人事のため、専門的知識が欠如していると感じられる。 
 世論に訴える意味から、マスメディアの協力を得て歩行者に対する交通マナー改善の

広報活動を進めるべきであろう。 
 

（5）駐車場の不足 
 カトマンズ市、ラリトプール市、バクタプール市の道路沿線のビル、アパート等のほ

とんどは駐車場を設置していない。このため車両が路肩、場所によっては車線に駐車

しており道路の交通容量を著しく低下させている。このことも交通渋滞の一因である。 
 建築基準で駐車場の設置義務を厳格化すべきであろう。 

 
（6）公共バス等の公共交通車両の駐車場不足 

 バス、ミニバス、マイクロバス、タクシー、テンポ等の公共交通のための駐車場が極

めて不足している。そして、交差点内及び道路脇の公共交通車両による駐車が日常化

しており、交通渋滞の原因となっている。 
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 交通渋滞緩和のための緊急的な対策として、バスターミナルや公共交通車両の駐車場

の整備が必要となっている。 
 

（7）公共バスのバス停拡幅帯不足 
 大型バスがバス停に停車する際に拡幅帯が必要となるが、最近つくられたバス停を除

くと拡幅帯の設置されていないバス停が多い。このことが、無秩序にどこでも乗客を

乗降させる原因ともなっている。 
 大型バスが停車できる拡幅帯の設置及び首都圏交通警察による指定場所以外での停

車禁止の取り締まりが必要である。 
 

６－３－３ 交通渋滞緩和のための日本の ODA の必要性と方向性について 
本調査における交通分野調査の総括として、以下を提案する。また、参考として現在進行中

の日本の ODA によって建設中のカトマンズ～バクタプール間道路改修計画（SRN 道路）、ADB
の支援による KSUTP（LRN 街路）、中国の ODA によって工事が進められる予定のリング道路

拡幅（SRN 道路）の 3 プロジェクトを例として、現状のカトマンズ盆地交通問題に対する解決

策を包含しているかどうかを表６－５にまとめた。 
 

（1）現在、カトマンズ盆地内で多く発生している交通渋滞の多くの箇所は、交通管理を改善

すれば交通容量的には許容できるものと推察される。仮にバイク及び公共交通車両のドラ

イバーの運転マナーの改善、歩行者の横断マナーの改善が図れれば道路交通流は正常化さ

れてくるものと期待される。 
（2）現在進行中の前述の 3 プロジェクト及びカトマンズ市とラリトプール市間の橋梁のよう

に交通容量不足が明らかなものは別として、当面は交通容量拡大のためのインフラ整備を

急ぐ必要性はない。 
（3）ADB の KSUTP は、1990 年代に ADB が支援したカトマンズ・コアエリアほかの街路整

備と同じ区域を対象に、交通管理等のソフト面及び駐車場設置等のインフラを追加するこ

とにより、対象区域の交通渋滞緩和を図ろうとしている。 
（4）日本のODAでゴンガブのバスターミナル（カトマンズ市役所）、新バグマティ橋建設（DOR

の SRN 道路）、カトマンズ市交差点改良（DOR の SRN 道路）及びカトマンズ～バクタプ

ール間道路改修（DOR の SRN 道路）と DOR が管掌する主要国道を中心にカトマンズ盆地

の道路インフラ整備を支援している。ADB の支援しているカトマンズ・コアエリアほかの

街路と比較すると、日本の ODA で実施したカトマンズ盆地内のインフラは構造基準と交

通容量的にも高規格であり、交通安全等のソフト面（利用者のマナー）が改善すれば本来

の機能を十分に発揮できると考えられる。 
（5）カトマンズ盆地交通分野における日本の ODA として当面は交通安全に係る支援、1993

年に実施したカトマンズ盆地道路開発計画のアップデート等のソフト面の技術支援が、新

規インフラ整備に優先されるべきものと考えられる。 
（6）2011 年に中国の ODA で既存のリング道路の 4 車線化のための詳細設計が開始される予

定である。近い将来、このリング道路の 4 車線化工事が開始されるものと推察できる。こ

の工事が開始されると、カトマンズ盆地で最も重要な道路リンクが一時的に寸断され、代
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１．技術協力要請書
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２．現地調査結果中間報告
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          平成 22 年 9 月 6 日 

             協力準備調査団 

 

 

ネパール国「カトマンズ盆地交通管理及び道路計画」準備調査 

現地調査中間報告 

 

 

 標記調査に関し、JICA 団員は現地調査及びネパール側からの聞き取り調査を終了したので、そ

の結果について以下のとおり報告します。 

 

 

１．調査期間（現地滞在期間） 

 平成 22 年 8 月 30 日（月）～9 月 5 日（日）（コンサルタント団員は 9 月 17 日まで調査継続予

定。） 

 

２．調査団員 

（１）団長：武徹（JICA ネパール事務所 次長） 

（２）調査企画：鈴木雅弘（JICA 経済基盤開発部 都市・地域開発第一課） 

（３）交通計画：松澤勝文（日本工営 株式会社） 

（４）都市計画：大場悟（財団法人 日本開発構想研究所） 

 

３．調査結果概要 

本調査では、「ネ」国より要請のあった標記計画に関し、現地調査、「ネ」国関係機関ならびに

他ドナーからの聞き取り調査等による情報収集を通じ、カトマンズ盆地の交通計画に関する課題を

整理し、かつ「ネ」国側関係機関の概要を把握することを目的とする。 

その上で、本調査にて収集・整理した情報を基に、本計画の必要性、妥当性、協力内容、投入規

模、実施体制を JICA 関係部署にて検討する。その後、予算状況及び我が国の「ネ」国支援におけ

る運輸インフラ分野の優先度等を踏まえて、本計画の実施可否を最終的に判断する予定。 

これまでの現地調査ならびに「ネ」国側からの聞き取り調査結果は、以下のとおり。 

 

（１） 課題の抽出 

 現地調査及び関係機関からの聞き取り調査結果に基づき、現在調査団として考える課題を抽出

し、その結果を別添１に取りまとめた。検討にあたっては、抽出した課題を①政治・経済、②都

市計画、③交通計画の 3 つの分類に整理した後、各課題の相関関係を整理した。 

 

(ア) 政治・経済の課題 

政治・経済で最も重要な課題は、「ネ」国の政治の脆弱性及び経済政策の乏しさである。

例えば、インドからの物資の輸送路が度々途絶することによる必需品及び資源の供給停止等、

民間部門活動も政府のキャパシティーの欠如による制約を被っている。 

また、経済インフラ（電気・運輸・灌漑等）の整備不足が民間投資の制約要因となってい

るため、「ネ」国の主要産業は食料、飲料品、織物、タバコ等付加価値が低いセクターに集

中している。この結果、同国の経済はドナーからの支援〔国家予算の 25％近くを外国の支援

に依存（07 年実績）〕及び海外労働者からの送金に過度に依存するいびつな構造になってい

る。 

更に、“Local Self-Government ACT”により地方自治体に行政権限が一部委譲されたもの

の、地方行政機関のキャパシティー不足に加え、中央政府による地方振興政策が脆弱なため、

農村部における経済機会が欠如し、結果として過去 20 年間都市人口の増加率は 7％以上（全
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国平均は 2.2％）となっている。現状の政策が継続される限り、特にカトマンズ盆地への一極

集中は進むと考えられる。 

 

(イ) 都市計画の課題 

 都市計画で重要な課題となるのは、(a)基礎データの不足、(b)関係機関の間での情報共有・

調整の不足、(c)不十分な規制の運用である。 

(a)について、「ネ」国においては、都市計画の基礎となる、①人口・社会・経済等の動向

に関する統計調査や、②土地利用・宅地開発・建築・道路等インフラ整備・交通量等の動向

に関する都市計画基礎情報の整備が不十分である（例えば①の基礎となる国勢調査は 10 年に

1 度しか実施されない、また、②については、日本が 5 年毎に行う都市計画基礎調査のような

仕組みがない）。このため、客観的なデータ観察に基づく科学的な将来予測が困難となり、

カトマンズ盆地の都市計画が具体性を欠いている。また、土地利用計画が長らく更新されな

かったため、急激な宅地化を制御できず、非計画的な市街地の無秩序な拡大を許容し、その

結果として、後追いで非計画的・非効率的なインフラ（道路や上下水道等）整備が誘発され

ている。 

(b)に関しては、都市計画に関係する「ネ」国側の行政機関が多すぎるため、各機関の間で

の情報共有・調整が不足しており、複数の機関が関与する事業には往々にして困難が伴う。

例えば、「カトマンズ盆地 Outer Ring Road」について道路局と都市開発・建設局のイメージ

は統一されておらず、意見の調整がなされた様子は見られなかった。本計画にも多くの機関

が関係するので、将来案件を実施する場合には、この点を十分に考慮する必要がある。 

(c)については、建築規制が遵守されていないため、投資目的で宅地開発業者が市街地以外

にも不動産を過剰に供給している。このためカトマンズ市郊外での無秩序な開発が進み、土

地利用計画には表れない住居地域がカトマンズ市周辺に点在している。自治体にはこれら違

法建築を取り締まるだけの人材・予算が配分されていないため、規制の運用が不十分な状態

にある。 

 

  
無秩序に広がる住宅地            カトマンズ市の様子 

 

(ウ) 交通計画の課題 

著しい都市部の人口増加、経済の発展に伴う車両台数・バイク台数の増加により、カトマ

ンズ市街地の交通は閉塞状態に陥っている。交通計画に関する現在の主な課題は(a)不十分な

交通規制の運用、（b）バスやテンポの過当競争、(C)不十分な道路インフラの整備（維持管

理含む）の 3 点に集約される。 

（a）について、特にカトマンズ市街地では、車両の車線無視、バイクの追い越し、歩行者

の横断歩道の不使用等、不十分な交通規制に起因する交通ルールの無視がいたるところで見

られる。また、交通警察による罰則金の徴収は 200 ルピー（1 ルピー＝1.15 円：2010 年 9 月

時点）が限度額であり、かつ交通ルールに違反した車両への取り締まりが緩いため、交通マ
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ナーの悪さに拍車をかけている。 

また、バス会社の乱立による(b)の過当競争も重要な課題である。交通管理局がバスの許認

可を所掌しているが、無免許のバス会社が増加したため、カトマンズ市ではバス、ミニバス、

テンポが交差点や車道に無秩序に停車しており、円滑な交通流の阻害要因となっている。 

(c) については、歩道、照明灯、交通標識、ガードレール等の道路インフラが十分に整備

されておらず、無秩序な車両交通、歩行者の交通ルール無視の要因となっている。また、電

気の供給不足により、信号機が朝夕の通勤時間のみにしか使用されないため、円滑な交差点

処理が行われていない。更に、カトマンズ市街地を流れる河川の横断箇所が不足しているた

め、現架橋の拡幅や橋梁の新設も重要な課題である。 

 

  
無秩序に停車するバスの間を歩く人々        交差点での交通混雑 

 

（２） 他ドナーへの聞き取り調査結果 

 各ドナーに対して、都市計画及び交通計画分野のプロジェクトに関する聞き取り調査を行った。

調査結果の概要は以下のとおり。 

 

(ア) アジア開発銀行 

 アジア開発銀行は現在実施に向けた準備を進めている“Sustainable Urban Transport 

Development Project”（2010 年 8 月にアジア開発銀行にて承認済み）にて、①公共交通機関

の利用促進、②交通管理施策（交差点・信号機の改良）の実施、③歩行者に優しい都市環境

の整備（歩行者専用道路の設置等）、④カトマンズ市中心部での環境改善（大気汚染のモニ

タリング等）といった課題に取り組んでいる。 

また、同プロジェクトにて、省庁レベルでの調整のために“Coordination Committee”、

担当部局レベルでの調整のために“Implementation Committee”を設置し、関係機関が円滑

に情報共有・調整を行えるよう、省庁横断的な体制を検討している。なお、同プロジェクト

では、交通管理局や交通警察等、これまで十分な事業経験がない部局へのキャパシティ・デ

ィベロップメントもコンポーネントに含まれている。 

他方、アジア開発銀行はカトマンズ盆地南部から Terai（ネパール南部で東西に広がる平原

地帯）へとつながる道路延長 70km の“Fast Truck Project”も計画しており、F/S を実施済

み。但し、架橋建設等で事業費が 10 億ルピー（1 ルピー＝1.15 円：2010 年 9 月時点）と高額

なため、「ネ」国公共事業計画省は F/S 結果を見直しており、今後のスケジュールの目処は

ついていない。 

 

(イ) 世界銀行 

 世界銀行は都市計画について協力は行っていないが、交通分野では“Road Safety Program”

を準備中であり、同プログラムにて交通安全協会を設立し、交通安全戦略やアクションプラ
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ンの取りまとめ、関係する省庁・部局間の調整業務等を担う予定。既に予備調査を実施済み

であり、Fact Finding のため 2010 年 9 月に 2 回目の調査を実施予定。 

 また、世界銀行はアジア開発銀行、GTZ と協同で、“Urban Governance and Development 

Program”（プロジェクト金額：200 万米ドル）という地方自治体に対する地方行政サービス

強化のための支援を実施している。同プロジェクトでは、自治体が長期発展計画（“Local 

Self-Government ACT”にて全ての自治体が策定するよう定められている）を策定する支援を

行っている。 

 

(ウ) GTZ 

 当該分野における GTZ の主な取り組みは、①グッド・ガバナンス、②貧困削減、③自治体

の歳入向上支援、④自治体への資金援助の 4 項目である。特徴としては、中央政府よりも地

方自治体（municipality）への支援を軸としており、具体的には、自治体の長期発展計画へ

の支援、自治体の歳入向上への取り組みの支援、ドイツ開発銀行による TDF(Town Development 

Fund)への資金援助（Grant：20％、Loan：80％）等を行っている。 

 

(エ) 中 国 

 官団員の現地滞在中に中国大使館のアポの取り付けはできなかった（9 月 7 日に聞き取り調

査予定）が、中国は現リングロードの拡幅（2 車線→4 車線化）について「ネ」国政府から要

請を受けているのに加え、道路延長 66km の「カトマンズ盆地 Outer Ring Road」の建設に関

する支援につき、2004 年 7 月に「ネ」国政府と MOU を締結しており、アジア開発銀行と並ん

で最も重要なドナーと考えられる。 

 

（３）継続調査における確認事項 

(ア) 上記（１）で抽出した課題の補強材料となるデータ・資料の収集 

(イ) 「ネ」国側関係機関の概要データ継続収集 

(ウ) 地方振興政策（地方開発省、自治体、Town Development Fund への聞き取り調査） 

(エ) 公共交通機関の概要把握 

(オ) 道路維持管理体制・予算の把握 

(カ) カトマンズ都市交通計画調査（1993 年）の実施状況整理 

(キ) 中国の支援内容確認（在ネパール中国大使館への聞き取り調査） 

 

４．今後のスケジュール（予定） 

～9 月 17 日：コンサルタント団員による継続調査 

9 月～10 月：現地調査結果に基づく国内解析の実施 

      （9 月下旬頃、帰国報告会を実施予定） 

11 月：協力準備調査報告書（案）の作成 

 

 

別添１ 課題抽出結果 

別添２ 調査日程 

別添３ 面談者リスト 

 

以上 
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政治的な安定の欠如 公共意識の欠如

↓

乏しい経済政策

↓

脆弱な地方振興政策 限定的な産業 法制度の不整備

↓ ↓ ↓
カトマンズ盆地への

一極集中
不透明な首都経済発展の

方向性
法令順守精神の欠如

↓
カトマンズ盆地で雇用が

不足

基礎データの不足

↓ ↓
盆地全体をカバーする広域

共同体の不在
関係機関の情報伝達・調整

の不足
所掌と責任分担が不明確 不十分な規制の運用

↓ ↓

都市計画に具体性がない 計画が更新されない 遵守されない建築規制

↓ ↓ ↓
Outer Ring Roadのイメージ

が統一されていない
都市の構造が不明

経済インフラ（電気、道
路、水道、排水等）の整備

が不十分
道路の管理区間が不明

不動産の過剰供給
（投資目的）

↓ ↓ ↓
インフラ整備に観光を意識

した視点が欠落
公共空間・公共施設の不足

（公園、トイレ等）
防災対応（耐震建築、緊急
時の避難用の道路）の不足

カトマンズ市郊外での
乱開発

↓
世界遺産地域と生活空間の

オーバーラップ
都市の環境問題

↓

ゴミ問題 大気汚染 水質の悪化

カトマンズ盆地での人口・
車両・バイク台数の増加

↓

緩い罰則規定（交通警察は
200ルピーの罰金が限度）

緩い交通警察の取り締まり
バス会社の乱立による競争

の激化

道路インフラ（歩道、照明
灯、交通標識、ガードレー

ル）の整備が不十分

↓ ↓ ↓

ランダムな横断歩行 交通ルール無視 無免許のバス会社
市街地における河川横断

箇所の不足
駐車スペースの不足

↓ ↓ ↓ ↓

横断歩道の不使用 バイクの追い越し
バスやテンポの無秩序な

停止
現架橋の幅員が不足

↓ ↓
車のクラクションの多用

（騒音問題）
円滑な交差点処理の欠如

交
通
計
画
の
課
題

ネパール国「カトマンズ盆地交通管理及び道路計画」準備調査　課題の抽出結果

政
治
・
経
済
の
課
題

多すぎる関係機関

都
市
計
画
の
課
題

別添１
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別添３

No. 役職 氏名

1 所長 河崎 充良
2 次長 武 徹
3 所員 津守 佑亮
4 プログラムオフィサー Sourab Rana
5 ローカルコンサルタント Madan Gopal Maleku
6 国家計画委員会 委員 Dinesh C Devkota
7 公共事業計画省 海外協力及び品質管理局 次官補 Kamal Raj Pande
8 公共事業計画省 道路局　海外協力室 Hari Prasad Dhakal

9 公共事業計画省
道路局カトマンズ－バクタ
プール道路拡幅プロジェクト

プロジェクトマネジャー Saroj Kumar Pradhan

10 公共事業計画省 道路局　 専門家 Kato Haruhiro
11 公共事業計画省 都市開発・建設局 局長　 Er. Ashok Nath Uprety
12 公共事業計画省 都市開発・建設局  副局長　 Mahendra Subba
13 公共事業計画省 都市開発・建設局  副局長　 Er. Shiva Hari Sharma
14 労働・交通管理省　交通管理局 局長　 Anil Kumar Gurung
15 カトマンズ市　都市開発局 局長　 Devendra Dongol
16 カトマンズ市　都市開発局 Architect Archana Shrestha
17 交通警察 局長　 Binod Singh
18 ネパール観光協会 局長　 Lkashi Raj Bhandari 
19 ネパール観光協会 課長 Subash Nirola
20 ネパール観光協会 マネジャー Lila Bahadur Baniya
21 カトマンズ盆地開発委員会 書記官 Er. K C Shambhu
22 ADB　ネパール事務所 局長　 Yukihiro Shiroishi
23 ADB　ネパール事務所 プロジェクトオフィサー Laxmi Sharma
24 世界銀行　ネパール事務所 交通分野担当 Surendra G.Joshi
25 世界銀行　ネパール事務所 公衆衛生/環境エンジニア Tashi Tenzing
26 GTZ　ネパール事務所 プロジェクトマネジャー Thomas Taraschewski
27 環境省 Senior Divisional Chemist Sushma Upadhyay
28 環境省 Senior Divisional Engineer Bhai Raja Manandhar

JICAネパール事務所
JICAネパール事務所

JICAネパール事務所

ネパール国「カトマンズ盆地交通管理及び道路計画」準備調査
面談者リスト

所属

JICAネパール事務所
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